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01日本共産党都議団の議会改革提案

これまで
実現した改革

委員会のインターネット中継
費用弁償の廃止
政務活動費の使途公開と新年会・飲食への支出禁止
公用車のルールの見直しと削減
豪華海外視察の中止　　など



02日本共産党都議団の議会改革提案

01 すべての会派・議員が参加して民主的な議会運営をすすめる
02 ひらかれた都議会へ、議会の見える化をすすめる
03 都議会が役割を果たせる十分な議論を保障する

04 多様な人が議員として活動できる環境整備をすすめる

05 都政を厳しくチェックする都議会に

議会改革提案



03日本共産党都議団の議会改革提案

すべての会派・議員が参加して
民主的な議会運営をすすめる01

都民

３２
自民

２２
立会

２２
公明

１９
共産

１４

参政 ３
自由 ２
や会 １
品川 １
新八 １
グリ １

定数１２７ ９
国民

都議会は、１２会派１２７人の議員が活動しています。
議員は、有権者の負託を受けて当選しており、等しく同じ立場です。

議会は、予算や決算、都民の権利や義務にかかわる条例を決定する権限があります。

ひとり会派や少数会派からも、議会運営に参加できるよう要望が出されています。

現在の議会構成

＊会派とは、議会内に同じような目的や意見をもった議員の集まり。都議会では会派の人数によって本会議の質問時間やポスト配分が決まります。
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議会改革の検討は、都民に公開し、ひとり会派・少数会派を含め全会
派参加ですすめることが必要です。
議会運営に関する事項を決定する議会運営委員会には、すべての会派
が参加できるようにします。
都庁記者クラブ等の主催で、ひとり会派・少数会派も含めすべての会
派による「都議会改革公開討論会（仮称）」の開催を提案します。

01 すべての会派・議員が参加して民主的な議会運営をすすめる

①

②

③

提案
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ひらかれた都議会へ、
議会の見える化をすすめる02

都議会に提出された議案に対する各議員の賛否について、ホー
ムページで公開します。
常任委員会のインターネット中継について、全景を映す現在の
方法から、発言している人がアップになるよう改善します。ま
た、氏名や役職などもわかるようにします。

①

②提案

議案に対する賛否の公開、インターネット中継を改善する
議案に対して、各議員がどのような態度をとったのかは、大事な情報です。
インターネット中継を見ている人が、見やすくなるような改善が必要です。

1
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議論の過程を都民に見えるようにする2

02 ひらかれた都議会へ、議会の見える化をすすめる

議会運営委員会は、会期や会派の発言時間など、
議会運営の要となる事項を協議する重要な役割を担っています。

都議会では、実質的な議論はほぼすべて非公開の理事会で行われており
議会運営委員会を見ても、各会派がどういう議論をしたのかわかりません。

提案
議会運営委員会の理事会を公開し、インターネット中継も行
います。
常任委員会や特別委員会の理事会も公開に向けて検討します。

①

②
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裏金問題の全容を解明し、
政治資金パーティーを自主的に禁止する

3

02 ひらかれた都議会へ、議会の見える化をすすめる

都議会において、政治資金に関し、都議会自由民主党が開催した政治資金
パーティーに係る政治資金の不適正な取扱いが発覚し、当時現職であった
議長が責任をとって辞職したことなどにより、都議会に対する都民の信頼
は大きく損なわれました。
いわゆる「裏金」を根絶し、失われた信頼を回復することが不可欠です。

提案
都議会として、裏金問題の全容解明を引き続きすすめます。
温床となった政治資金パーティーを、都議会では自主的に禁
止します。

①
②
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都議会が役割を果たせる
十分な議論を保障する

定例会の会期を十分に確保し、日数をふやす1

03
子育てや介護などケアを行う状況にある人でも、
都議として働くことができる環境をつくって
いくことは極めて重要です。
また、職員の働き方改革も大事な課題です

同時に、立法や都政のチェック機能など、
都民に付託された都議会の役割を
十分に発揮することが、強く求められています。

会議規則 実際には

６０日 ３８第１回
定例会

３０日
１５
１７
１６

第２回
定例会

第３回
定例会

第４回
定例会

※２０２４年の会期

会期

都議会の日程が短すぎる

日

日

日

日
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03 都議会が役割を果たせる十分な議論を保障する

定例会の会期を「会議規則」どおりに確保し、本会議と常任委員会の日
数を増やすことで、議論の機会確保と働き方改革の両立をすすめます。
現在、常任委員会の理事会は委員会当日の委員会開会直前に開いていま
すが、日程調整等が十分できるよう、前日までに開くことを原則にします。

請願・陳情は都民の大事な権利であり、ていねいな審査を行うことが必要です。

請願・陳情審査を充実し、都議会をもっと見えるようにする2

区市町村議会では、請願者から直接請願趣旨の説明を受け、質疑の機会を設けるなどの
努力が行われています。
都議会でも、請願や陳情の審査のあり方について抜本的に改善を図ることが必要です。

①

②
提
案
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請願・陳情審査は、会期を伸ばし、会期中の常任委員会の日数を大幅に
増やすことを前提に、会期中の委員会で十分時間をかけて丁寧に審査で
きるようにします。
参考人招致招致の制度を使うことを含め、希望する請願提出者から直接、
請願の趣旨説明を受けるようにします。また、請願者に対する質疑の機
会も保障できるようにします。
都議会に提出された請願・陳情は、採択されたもの以外は内容を確認す
ることができません。提出されたものは、原則として原文のままホーム
ページに公開します。また、請願・陳情に対する各議員の賛否について
もホームページで公表します。
現在、陳情については、議長の判断で委員会に付託せず参考送付にする
ことができます。参考送付する場合は、議長の判断ではなく、所管の委
員会の理事会の了承を要件とします。

03 都議会が役割を果たせる十分な議論を保障する

①

②

③

④

提
案
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予算特別委員会を常設化し知事との一問一答を増やす。
決算審議の充実をはかる

3

都議会では、知事と一問一答で質疑できる機会は、予算特別委員会と決算特別委員会の
全局質疑に限られており、あまりにも少なすぎます（１年間で６日間）。

決算審議は特別委員会で審議を行うため都議全員が参加できず都議会全体に
共有されにくい状況があります。

03 都議会が役割を果たせる十分な議論を保障する

予算特別委員会を常設し、知事出席の一問一答の質疑の機会
を増やします。
第３回定例会を決算議会と位置付け、決算特別委員会を設置
し、総括質疑としめくくり総括質疑を行い、予算審議と同じ
ように各委員会に調査依頼を行います。決算特別委員会には
知事の出席を求めます。

①

②提案
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多様な人が議員として活動できる
環境整備をすすめる

「ジェンダーに配慮した議会とは、現代社会の平等に関する要求に対応し、
また反映できる現代的な議会」──多様な人が議員として活動するために、
ジェンダー平等をすすめていくことが強く求められています。
都議会でも、ハラスメント対策について積極的なとりくみが必要です。

提案
「ジェンダーに配慮した議会のための行動計画」（列国議会同盟）
を参考に、都議会においても具体的なとりくみをすすめます。
ハラスメント対策を位置付け、研修、相談窓口などのとりくみ
を具体化します。

①

②

ジェンダーに配慮した議会に向けてとりくむ1

04
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子どもの意見表明権を保障する機会をつくることが、
都議会にも求められています。
また、「こども基本条例」を踏まえ、都議会として
子どもの意見を聞く機会を確保していきます。

提案
「こども基本条例」の具体化として、子どもの意見を都議会議員が直接聞く、
子ども議会を開催します。
東京都と連携して、主権者教育の推進をすすめます。

①

②

主権者教育をすすめ、子ども議会を開催する2

04 多様な人が議員として活動できる環境整備をすすめる
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東京都議会は、２０１７年に「東京都議会議員の議員報酬等の特例に関する条例」を
制定し、議員報酬を２０％減額してきました。

しかし、条例の期限が今年の７月２２日となっており、今期に入ってから減額は
行われていません。物価高騰に賃上げが追いついておらず、減額を継続すべきです。

都議会議員選挙の際に行われた際に行われたアンケートに「継続すべき」と
回答した会派は複数ありました。

提案
当面の間、議員報酬の２０％減額は継続します。①

議員報酬の２０％減額は継続する3

04 多様な人が議員として活動できる環境整備をすすめる
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都政を厳しくチェックする都議会に05
知事は予算や条例などを提案できますが、知事の提案をチェックして最終的に
決定するのは「議決（議事）機関」である議会です。知事をはじめとする
「執行機関」は、都議会において、都民が聞いてわかる説明をする責任があります。

熟議を重ねてこそ、多様な都民の要求を都政に反映することができます。
違いを排除するのではなく、違うことを前提に議論することによってこそ、
より良い都政をつくることができます。
不正常な都政運営が「当たり前」となっている現状を、抜本的に改め、
都政を厳しくチェックする都議会にすることを強く求めます。

しかし、都議会では、会派によって答弁に差をつけたり、知事が答弁に立たないなど、
明らかに対応を変えていることに、都民からも「おかしい」という声が上がっています。


